
豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業に関する質問・回答（要求水準書）

No 資料名 頁 条 項 号 項目名 質問事項 回答 備考

1 要求水準書 8 3 (2) PFI事業者が
行う業務範囲

建設業務に「近隣調整」とありますが、県が行う「近隣対応」との違いは何で
しょうか。

PFI事業者が行う「近隣調整」とは、必要に応じて本件工事の内容を近隣住民に
対して周知させること、本件工事の作業時間について近隣住民の了解を得るこ
と、及び車両の交通障害、騒音、振動その他工事に伴う悪影響を最小限度に抑
えるための対策等です。
県が行う「近隣対応」とは、近隣住民・周辺企業に対し、本事業に係る事業計
画の説明を行い、近隣住民の了解を得るよう努めるものです。
それぞれについては、事業契約書（案）第16条をご参照下さい。

5/2公表

2 要求水準書 9 3 (2) 表6 PFI事業者が
行う業務範囲

PFI事業者が行う業務範囲の中に「見学者対応」とありますが、リスク分担はど
のようになっていますか。例えば、小学生が見学中に怪我をしたときは、県・
PFI事業者のどちらの責任になりますか。

PFI事業者の帰責事由による場合は、PFI事業者の責任となり、県の帰責事由に
よる場合は、県の責任となります。第三者に対する損害に関する責任分担は、
建設業務、運営・維持管理業務について、それぞれ事業契約書（案）第38条、
第54条をご参照下さい。

5/2公表

3 要求水準書 14 4 (1) ③ 事業用地と施
設の配置

「新たな施設・設備の建設等を提案する場合は、事業用地を拡大することを可
能とする」とありますが、敷地内のどこまでの範囲で事業用地の拡大は可能な
のでしょうか。

入札説明書、要求水準書等に記載してある条件を満たしていれば、敷地内で事
業用地を拡大する提案は可能です。 5/2公表

4 要求水準書 15 4 (2) 本施設の処理
能力及び処理
方法

「汚泥濃縮工程は、必ずしも設置を必要としない」とありますが、標準的耐用
年数を経過していない施設は、未利用施設となりますが、問題はないのでしょ
うか。

本事業の前提条件として、要求水準書4.(1)⑥に、既存施設について記載してい
ますのでご参照下さい。その上で、要求水準書4.(2)に本施設の処理能力及び処
理方法を求めておりますので、合わせてご参照下さい。

5/2公表

5 要求水準書 15 4 (3) ② 脱水汚泥に関
する基準

表１０に脱水汚泥に関する基準が示されており、その数値以下で提案値を提出
することになっています。提案値に対する変動幅について指定はあるのでしょ
うか。

提案値に対しては変動幅を記載しないで下さい。提案値の考え方については、
要求水準書4.(3)②を参照して下さい。 5/2公表

6 要求水準書 15 4 (3) ② 脱水汚泥に関
する基準

ペナルティ対象との記載がありますが、その他提案書に記載した提案内容を遵
守できなかった場合のペナルティはありますか。

提案内容は実施することが原則です。従いまして、要求水準書に示された業務
の水準及び内容よりも、PFI事業者の提案がより優れた又はより厳しい水準又は
内容を提案しているものについては、提案された水準が未達成の場合には、ペ
ナルティポイントの加算対象となります。詳細は、事業契約書（案）別紙9をご
参照下さい。但し、本事業の遂行上、県が実施を認めない事業提案については
除きます。

5/2公表

7 要求水準書 16 4 (3) ② 脱水汚泥に関
する基準

[含水率の測定]において、「PFI事業者は、脱水機出口で汚泥含水率に関する基
準を満足し、県では3号定量フィーダ出口で含水率の測定を実施」とあります
が、脱水機の出口、3号定量フィーダ出口とも要求水準書P16表10に示される脱
水汚泥に関する基準を遵守するということでしょうか。（脱水機の出口で許容
値内であり、3号定量フィーダ出口で許容値を超えていた場合の扱いについて）

PFI事業者が設置する汚泥脱水機出口側で測定を行う脱水汚泥含水率を管理値と
し、この値で基準を遵守する事とします。責任分界点(要求水準書4.(4)②記載)
である汚泥焼却炉投入時点（県が行うケーキ定量フィーダでの測定値）では、
県が管理値を確認することとします。

5/2公表

8 要求水準書 16 4 (3) ② 脱水汚泥に関
する基準

[脱水汚泥量の測定]において、「脱水機汚泥量の測定は、県が3号ケーキ定量
フィーダで実施」とありますが、P19の図4では1号・2号焼却施設もあります。3
号焼却施設で全量を処理するという前提でしょうか。

発生汚泥量の予測から常時は3号焼却施設のみの運転で対応できる見込みです。
なお、1号、2号焼却施設については老朽化も進んでいるため、事業開始後の運
用方法は現在のところ、未定です。 5/2公表

9 要求水準書 16 4 (3) ② 返流水に関す
る基準

ペナルティ対象との記載がありますが、その他提案書に記載した提案内容を遵
守できなかった場合のペナルティはありますか。

質問No.6の回答をご参照下さい。
5/2公表

10 要求水準書 17 4 (3) ④ 下水汚泥等の
バイオマスの
受け入れに対
する融通性

部分的な改造によって対応できるなど融通性を確保したもの」とありますが、
他の下水汚泥や、し尿を受け入れることによる施設の改造に伴い発生する費用
は、県所掌でしょうか。また、将来の受け入れの可能性はどのくらい（何％く
らい）の確率であるのでしょうか。

前段については、今回の事業には含まれません。バイオマス受入れを行うこと
になる場合は別事業となり、県とPFI事業者で協議を行います。
後段については、現時点で具体的な計画はありません。

5/2公表

11 要求水準書 17 4 (3) ⑤ 焼却施設の排
熱利用

本項目において、3号汚泥焼却施設からの排熱を利用することも可能であるとの
記述がありますが、3号汚泥焼却施設のみ排熱利用を可能としている理由をご教
授頂けますか。

発生汚泥量の予測から常時は3号焼却施設のみの運転で対応できる見込みであ
り、1号、2号焼却施設については老朽化も進んでいるため、事業開始後の運用
方法は現在のところ、未定です。そのため、3号汚泥焼却施設のみでの排熱利用
を可能と判断しました。

5/2公表

12 要求水準書 23 4 (4) ⑤ 既設監視制御
設備

汚泥処理設備（濃縮、脱水等）運転操作設備等の更新に合わせ、既存の監視制
御設備と分離し、独自のシステムを構築した場合、既設監視制御設備はPFI事業
範囲外となります。
上記の場合、既設監視制御設備（焼却SQC及びデータサーバ等）の保守・点検業
務は県所掌範囲と考えてよろしいでしょうか。

汚泥処理設備（濃縮（重力・機械）、脱水、再利用水施設等）の監視制御設備
の全ての分離が完全に終了した後は、PFI事業範囲外となり、既設監視制御設備
（焼却SQC及びデータサーバ等）の保守・点検業務は県所掌範囲となります。な
お、その際の前提条件として、要求水準書4.(4)⑤に記載したとおり、既存監視
制御設備を県が継続利用できる環境を維持することを求めています。
また、これら監視制御設備の完全分離後は県が保守・点検を汚泥棟内に立ち入
り行うこととなります。その際、PFI事業者は県が行う保守・点検業務が円滑に
遂行できるよう調整の上、協力する必要があります。

5/12公表



豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業に関する質問・回答（要求水準書）

No 資料名 頁 条 項 号 項目名 質問事項 回答 備考

13 要求水準書 24 4 (4) ⑧ 再利用水の使
用量上限値

表１２に使用量上限値が記載されていますが、この数値は汚泥焼却設備に使用
する再利用水も含まれているのでしょうか。
なお、含まれている場合は、汚泥焼却設備での使用量をご教示願います。

前段については、ご理解のとおりです。
後段については、閲覧資料で年度毎の計画使用量をご確認下さい。なお、閲覧
資料において再利用水設備等の規模の設定は、汚泥処理施設と汚泥焼却施設で
使用する水量の和の最大時を根拠に設定していますが、この時点の水量を配分
量とするものではありません。配分量はその時点の設備の稼働状況にも影響を
受けるためこの水量を目安とし、現有施設の能力で両者が運営可能となるよう
使用量に関しては県とPFI事業者で協議の上、調整を行うことを想定していま
す。
なお、「処理水再利用施設設計図書」を閲覧資料として公開します。後日公表
予定の要求水準書修正版をご参照下さい。

5/12公表

14 要求水準書 26 4 (7) 1) 土木構造物 「設備の増設を行う場合は、予め県側が提示する荷重条件の範囲内とする。」
とありますが、県側が提示する荷重条件とは、閲覧公開された構造計算書の設
計荷重の事と考えれば、よろしいでしょうか。

・県が提示する荷重条件とは、汚泥棟以外の土木構造物・建築構造物に関して
は、閲覧公開された構造計算書等の設計荷重を指します。
・汚泥棟脱水機室の荷重条件は建設時の想定で、特殊荷重280ｔ（70ｔ×4）と
なっています。汚泥棟については、現建築物形状での構造計算書は残されてい
ませんが、当初計画検討時点での構造計算書を閲覧資料として公表しますの
で、参考として下さい（構造計算書は現建築物形状とは異なりますが、設計荷
重と梁等の計算の考え方は同一であるためです）。
・PFI事業者は、全ての土木構造物・建築構造物に関して、提案する荷重条件に
ついて、スラブ・梁等の断面チェックを実施し、適正な機器配置等を検討して
下さい。なお提案する荷重条件は、原則、県が提示する荷重条件の範囲内を条
件とします。これを越えた荷重で提案する場合は、断面チェック等を行った
後、県と協議の上、必要に応じてPFI事業者が補強工事を実施して下さい。
・汚泥棟の耐震設計についは、旧基準で設計されたものであり、現在、耐震診
断の業務を実施しています。県は、診断の結果により必要な耐震対策工事を実
施します。ただし、その内容は今回閲覧公開等している荷重条件と同規模程度
の対策工事であることから、これを超える対策工事については事業者との協議
となります。
・要求水準書4.(7)を修正します。後日公表予定の要求水準書修正版をご参照下
さい。

5/12公表

15 要求水準書 26 4 (7) 1) 土木構造物 「設備の増設を行う場合は、予め県側が提示する荷重条件の範囲内とする。」
とありますが、もし、事業者にてこの荷重条件を超えた場合、構造的なチェッ
クおよび補強は、必ずしも現行基準とするのではなく、閲覧公開された建設当
時の構造計算書の基準にて対応すれば、よろしいでしょうか。

質問№14への回答をご参照下さい。

5/12公表

16 要求水準書 26 4 (7) 耐震性能 既存土木構造物、建築構造物の荷重条件を提示願います。 質問№14への回答をご参照下さい。
5/12公表

17 要求水準書 26 4 (7) 耐震性能 「県は、既存土木構造物、建築構造物の耐震性能は既存設備の荷重条件におい
て責務を負う」とありますが、既存設備の荷重条件とは、閲覧公開された資料
（構造計算書等）に記載の設計荷重の事と考えればよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
質問№14への回答をあわせてご参照下さい。 5/12公表

18 要求水準書 26 4 (7) 耐震性能 「県は、既存土木構造物、建築構造物の耐震性能は既存設備の荷重条件におい
て責務を負う」とありますが、閲覧公開された資料（構造計算書等）に記載の
設計荷重内であれば、現行の耐震基準に合致していなくても、県殿の責任の範
囲内と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
質問№14への回答をあわせてご参照下さい。

5/12公表

19 要求水準書 28 4 (10) 1) 機械設備に関
する要求水準

各設備の形式は任意となっておりますが、設備の実績は必要でしょうか。実績
が必要な場合は、国内の実績のみでしょうか。

前段については、設備の実績の提出を求めておりませんが、落札者決定基準で
以下を求めております。
・落札者決定基準別紙1(2)①で、事業者の提案技術について定性評価しますの
で、必要に応じて納入・運転実績を様式Ⅱ-3-5の添付資料としてご提出下さ
い。
・落札者決定基準別紙1(3)①で、濃縮・脱水・消化工程の運営・維持管理業務
実績について定量評価しますので、様式Ⅱ-4-1に従ってご提出下さい。

後段については、国外での実績も提案可能です。

5/2公表

20 要求水準書 32 4 (10) 2) 電気設備に関
する要求水準

FITを活用する場合は、PFI事業者側にて電気主任技術者の選任が必要とありま
すが、実務経験を有することは求められていないということでよろしいでしょ
うか。

ご理解のとおりですが、落札者決定基準別紙1(2)②で運営・維持管理業務の実
施体制の考え方を定性評価します。 5/2公表

21 要求水準書 33 4 (10) 3) 「下水道施設の耐震対策指針と解説/日本下水道協会」の最新版とありますが、
現在の最新版（2006年版）でよろしいでしょうか。②の建築では、2006年版と
明記されています。

提案時は公告日時点における最終改訂（2006年版）を適用します。その後改訂
があった場合にはその改訂に準拠することとします。 5/12公表



豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業に関する質問・回答（要求水準書）

No 資料名 頁 条 項 号 項目名 質問事項 回答 備考

22 要求水準書 34 4 (10) 3) 建築設備 汚泥棟以外の施設の火報受信盤が事業用地内にありません。「PFI事業者は既設
と同等の管理を行なうこと。」とありますが、受信盤を新たに事業用地内に設
けずとも、現状の警備会社との契約による管理でも良いと考えて宜しいでしょ
うか。

PFI事業用地内で火災報知器が設置されているのは汚泥棟のみですが、処理水再
利用施設棟の火災報知器は事業開始前までに汚泥棟の地区監視範囲に変更しま
すので、PFI事業者の管理範囲となります。また、火災報知器の設置されていな
い機械濃縮棟をはじめとするその他の建築物についても、現状と同等の管理方
法を求めます。
既存の防火管理方法は、警備会社との契約による防火管理であるため、PFI事業
者が現在の警備会社との契約を行い、現状と同等の防火管理を実施することは
可能です。

5/2公表

23 要求水準書 34 4 (11) 遵守すべき法
制度等

「関係法令、要綱・基準、関係仕様書等の最新版の遵守又は準拠を行うこ
と。」とありますが、「最新版」は、法令以外の規格、基準等は、事業提案書
提出時点のものと考えればよろしいでしょうか。

提案時は各法・各基準の公告日時点における最終改訂を適用します。その後改
訂があった場合にはその改訂に準拠することとします。 5/12公表

24 要求水準書 38 6 (1) 4) 安全衛生管理 ｢工事車両の出入りについては、周辺の一般道に関し、通行の妨げとならないよ
う配慮すること。｣とありますが、周辺道路及び場内道路における通行ルート及
び通行時間帯・重量・車幅等の制限がありますか。
また、工事期間中、入場門付近にガードマン等の交通誘導員を配置する必要は
ありますか。

前段については、一般道に関しては特別な地元との約束事などはございません
が、通常の公共事業等と同様、周辺道路での大型車の待機など通行の妨げや迷
惑にならないよう配慮して下さい。場内道路については、制限速度を遵守して
下さい。また、工事車両に関しては、来客者等と極力交錯しないルートを通行
して頂くこととなります。
後段については、交通誘導員の配置は不要ですが、交通安全を含めて上記内容
を運転手に対して指導して下さい。

5/2公表

25 要求水準書 39 6 (1) 5) 環境保全 ｢①工事の建設に際し、掘削土砂及び排水の発生量を抑制すること。｣とありま
すが、掘削土に関しては場内再利用するものと解釈して宜しいですか。また、
排水の発生量を抑制する方策として、具体的な方針等があればご教示願いま
す。

前段については、県と協議の上、通常の残土性状であると判断された場合は、
豊川浄化センター内での流用を可能とします。ただし、第4種建設発生土以上の
ものに限ります。
後段については、PFI事業者の提案によります。

5/2公表

26 要求水準書 39 6 (1)

5)

環境保全 ｢②建設ﾘｻｲｸﾙ法を遵守し、工事期間中発生する建設副産物等は、適切に処理、
処分又はﾘｻｲｸﾙすること。｣とありますが、建設発生土の処分に関し、処分先の
指定はありますでしょうか。また、土壌汚染に関する調査については、PFI事業
者にて実施するものとして考えて宜しいでしょうか。基準値を超える有害物質
が検出された場合、その処分・対策費用を発注者が負担するという理解で宜し
いでしょうか。

前段については、処分先の指定はございません。
中断については、ご理解のとおりです。
後段については、ご理解のとおりです。

5/2公表

27 要求水準書 39 6 (1) 9) 建設副産物等
の取扱い

｢…有価物の対象となるものについては、県が指定する仮置場に仮置きし、県へ
引渡しを行うこと。｣とありますが、｢有価物｣に該当するか否かは、事業者の判
断によるという理解で宜しいでしょうか。また、｢県が指定する仮置場｣は、場
内の屋外且つトラック等での搬送・荷降ろしが可能な平坦面（ＧＬ上）で、養
生等は不要と理解して宜しいでしょうか。

前段については、県が判断します。判断は、建築副産物等の処分を行う時点と
します。
後段については、場内の屋外且つトラック等での搬送・荷降ろしが可能な平坦
面（ＧＬ上）を想定していますが、ブルーシート等の養生を実施して下さい。

5/2公表

28 要求水準書 41 6 (2) 5) 工事期間中の
仮設ヤードの
使用

建設工事期間中に別途仮設ヤード（土砂の仮置き・資材置場等含む）は無償で
貸与頂けるものとして考えて宜しいですか。

ご理解のとおりです。
5/12公表

29 要求水準書 46 7 (2) 2) 生汚泥、余剰
汚泥の受け入
れ

水処理施設で発生する生汚泥及び余剰汚泥を全て受け入れることとあります。
汚泥を全量受け入れられない事象が発生した場合のリスク分担の考え方をご教
示下さい。

・責任分界点内の施設・設備及び運転を起因として汚泥を受入れられない場合
は、事業者のリスクとします。
・水処理施設側の定期点検等で汚泥引抜きを実施する場合は、事前に県とPFI事
業者で協議を行います。その上で、協議で定めた汚泥引抜き量を超過した引抜
きを県が実施した場合は、県のリスクとします。

5/2公表

30 要求水準書 49 7 (3) 2) 表19 各施設の躯体は、県殿の範囲となっていますが、屋根、外壁、水槽等からの漏
水等の修繕は、県殿の範囲と考えて宜しいでしょうか。

躯体そのものに起因する場合はご理解のとおりですが、それ以外の場合（建築
付帯物に起因する場合等）はPFI事業者範囲とします。 5/2公表

31 要求水準書 49 7 (3) 2) 表19 建築、土木の付帯設備で、現状、故障や機能上の不具合がある場合は、県殿に
て事業開始前までに修繕して頂けるものと考えて宜しいでしょうか。

建築、土木の付帯設備は、入札公告時点において故障や機能上の不具合はない
ため、現状渡しを想定しています。
今後、故障や機能上の不具合が発生した場合は、業務を遂行する上で県が必要
と判断したものについては、汚泥処理施設の運営・維持管理開始までに県で修
繕を実施します。

5/2公表

32 要求水準書 49 7 (3) 2) 表19 外構の維持管理に除草剤の使用は認められますでしょうか。 除草剤等の薬剤を使用する場合は、「県有施設における農薬・殺虫剤等薬剤適正使用
ガイドライン」に従い使用してください。なお、「県有施設における農薬・殺虫剤等薬剤
適正使用ガイドライン」を閲覧資料として公開します。後日公表予定の要求水準書修正
版をご参照下さい。

5/12公表

33 要求水準書 49 7 (3) 2) 表19 外構の維持管理に道路舗装がありますが、事業用地内に汚泥焼却施設への道路
も含まれています。当事業のみに通行する道路のみを対象に出来ませんでしょ
うか。

認められません。
5/2公表
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34 要求水準書 49 7 (3) 2) 表19 外構の保守に雨水排水・雑排水がありますが、事業用地内の排水管への流入
は、本事業に関係する施設からの排水のみと考えればよろしいでしょうか。

汚泥焼却施設エリアの雨水が、事業用地の東端素掘り水路及び西端側溝を経由
して場外へ排水されています。
なお、3号汚泥焼却施設からの雑俳水はスクラバー排水系統に集約され9号マン
ホールへ排水されています。

5/12公表

35 要求水準書 51 7 (3) 4) 汚水排水 「汚泥処理事業」において発生する下水についての記載がありますが、「バイ
オマス利活用事業」も同様に豊川浄化センター返流水ピットに排水し、返流水
管でブロワー棟南9号マンホールまで返送できるということでよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。
排水に必要な配管敷設等は、PFI事業者の提案によります。

5/2公表

36 要求水準書 52 7 (3) 8) その他の業務 本事業範囲で発生する残渣（し渣等）の回収後、県殿にて行なう排出処分費の
単価、年間あたりの発生量を教えて下さい。

年間発生量は平成25年度は約50t/年程度、金額にして約2,000,000円/年程度
（いずれも概算値）となります。 5/12公表

37 要求水準書 53 7 (3) 8) 地域住民対応 地域で実施される社会活動について具体例や頻度を教えて下さい。 年に数回程度、豊川浄化センター周辺での清掃活動がございます。また、前芝
地区の海岸清掃や工業団地内の防災訓練がございますので、積極的な参加を期
待します。

5/2公表

38 要求水準書 55 8 (1) 事業期間終了
時の状態

「事業期間終了後1年間、通常の補修点検整備を実施すれば本施設を使用するこ
とに支障のない状態を確保する。」とありますが、支障のない状態は、PFI事業
者が評価するのでしょうか。また、県は資産価値をどのように評価するので
しょうか。評価方法を教えてください。

前段については、県が確認します。
後段については、PFI事業者が行った健全度評価に基づき、施設及び設備の耐用
年数の確認、設備については部品及び消耗品の供給可否の確認、供給可の場合
は供給可能年数の確認を行うことで、支障のない状態であることを確認します
が、資産価値は評価しません。

5/12公表

39  要求水準書 別紙8-20 汚泥処理設備（濃縮、脱水等）運転操作設備等の更新に合わせ、既存の監視制
御設備と分離し、独自のシステムを構築した場合、既設監視制御設備はPFI事業
範囲外となります。
上記の場合、本別紙に示す既設監視制御設備（焼却SQC及びデータサーバ等）の
保守・点検業務は県所掌範囲と考えてよろしいでしょうか。

質問No.12の回答をご参照下さい。

5/12公表

40 要求水準書 別紙10
施設更新計画
（案）

消化槽機械室建築付帯と記載されていますが、何を想定されているのかご教示
下さい。

照明設備（誘導灯含む）、コンセント、換気設備を想定しています。
5/12公表

41 要求水準書 長寿命化 長寿命化計画については、愛知県長寿命化計画策定マニュアルに基づいて、計
画する必要があるでしょうか。それともPFI事業者の提案によるものと考えて宜
しいでしょうか。

国の交付金を活用することを想定していますので、「下水道施設の改築につい
て（平成25.5.16国水下事第7号下水道事業課長通知）（下水道事業の手引き
平成25年度版　日本水道新聞社　p.343参照）」及び、愛知県長寿命化計画策定
マニュアルに基づき、PFI事業者が長寿命化計画を策定して下さい。

5/2公表


